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はじめに 

 

南海トラフにおいては、過去に発生した巨大地震の多様性が指摘されるとともに、国難

級の巨大地震の発生が危惧されている。そこで、令和２年度より５年間の計画で開始され

た本プロジェクトでは科学的・定量的なデータに基づき地震活動・プレート固着状態の現

状を把握するとともに、これまでとは異なるゆっくりすべり等が起こった際にその活動と

今後の推移に関する情報を迅速かつ精度よく評価し情報発信する手法の開発を行う。また、

発信された情報を被害軽減に最大活用するため、平時や通常と異なるゆっくりすべり等に

関する情報が発信された場合、住民・企業等の防災対策のあり方、防災対応を実行するに

あたっての仕組みについて研究を実施する。さらに、自治体等と連携し、本プロジェクト

で進めた研究成果が被害軽減の向上にどのように貢献したか定量的な評価を行い、防災・

減災計画に向けた効果的な研究開発項目を明らかにする。これらの目標達成に向けて、本

プロジェクトでは地殻活動情報創成研究、地震防災情報創成研究、創成情報発信研究の３

つの研究課題を設定している。 

地殻活動情報創成研究では南海トラフの地震・地殻変動の現状を即時的に把握し情報を

発信するため、海陸地震・地殻変動データを最大活用した地震活動・プレート固着すべり

モニタリングシステムの構築をすすめるとともに、一定規模以上の地震が想定震源域、あ

るいはその近傍で発生した場合や、通常と異なるゆっくりすべりが進行した場合に備えて

プレート固着状態の推移予測の確立をめざす。 

地震防災情報創成研究では地震発生の時空間的な多様性を持つとされている南海トラ

フ沿いの巨大地震に対して、「通常と異なる現象」発生後の時間推移についてもその多様性

の一例としてとらえることにより、地震や津波のハザード・リスクの防災情報基盤を創生

し、「命を守る」「地域産業活動を守る」「大都市機能を守る」の３つの目標を立て研究を推

進する。 

創成情報発信研究では地殻活動情報創成研究、地震防災情報創成研究の成果を踏まえて、

地域や企業と連携して、それらの情報を利活用する手法を検討して情報の水平展開を行う。 

以上、本プロジェクトではこれらの取り組みの成果を地震防災関係機関、自治体、企業

などに展開し、南海トラフ地震・津波の災害軽減に資する研究を統合的に推進するもので

ある。 

  




